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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第16期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載してお

りません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第16期までは新株引受権付社債及び新株予約権を

発行しておりますが、当社株式が非上場であったため、記載しておりません。 

４．当社は、平成18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割いたしました。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自 平成16年
７月１日

至 平成16年
12月31日

自 平成17年
７月１日

至 平成17年
12月31日

自 平成18年
７月１日

至 平成18年
12月31日

自 平成16年 
７月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年
７月１日

至 平成18年
６月30日

売上高 （千円） － 1,402,349 1,744,976 2,471,962 3,325,385 

経常利益 （千円） － 21,006 207,682 188,108 399,648 

中間（当期）純利益 （千円） － 2,129 112,294 80,018 220,233 

純資産額 （千円） － 1,032,572 1,887,965 932,005 1,213,666 

総資産額 （千円） － 3,408,042 6,338,794 2,811,785 4,778,990 

１株当たり純資産額 （円） － 264,220.31 103,850.88 238,486.53 81,695.34 

１株当たり中間（当期）純利益 （円） － 544.87 6,171.21 30,232.48 17,468.02 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
（円） － － 5,841.35 － － 

自己資本比率 （％） － 30.3 29.7 33.2 25.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － △9,010 △1,730,145 △289,724 △1,018,444 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 2,839 △42,270 22,902 86,187 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － 247,120 1,376,535 626,951 1,701,419 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
（千円） － 864,122 996,454 623,173 1,392,335 

従業員数 （人） － 154 160 146 152 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第16期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第16期までは新株引受権付社債及び新株予約権を

発行しておりますが、当社株式が非上場であったため、記載しておりません。 

４．当社は、平成18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割いたしました。 

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期 

会計期間 

自 平成16年
７月１日

至 平成15年
12月31日

自 平成17年
７月１日

至 平成17年
12月31日

自 平成18年
７月１日

至 平成18年
12月31日

自 平成16年 
７月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成17年
７月１日

至 平成18年
６月30日

売上高 （千円） － 907,176 1,308,603 2,205,674 2,273,200 

経常利益又は経常損失（△） （千円） － △15,950 201,437 251,567 352,467 

当期純利益又は中間純損失（△） （千円） － △19,403 108,726 125,479 187,314 

資本金 （千円） － 182,100 515,461 182,100 209,561 

発行済株式総数 （株） － 3,908 18,356 3,908 14,856 

純資産額 （千円） － 1,053,849 1,894,287 976,329 1,223,555 

総資産額 （千円） － 3,013,758 4,089,444 2,507,299 2,838,051 

１株当たり純資産額 （円） － 269,664.57 104,199.06 249,828.53 82,361.05 

１株当たり当期純利益又は中間純

損失（△） 
（円） － △4,965.14 5,975.13 47,408.61 14,856.97 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
（円） － － 5,655.75 － － 

１株当たり配当額 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － 35.0 46.3 38.9 43.1 

従業員数 （人） － 143 143 117 139 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社、連結子会社３社（株式会社エルエス・サービス、株式会社インサイド、株式会社セルサス

コーポレーション）の計４社より構成されており、マンション販売代理事業、不動産流動化・再生事業、住宅設備備

品販売事業、ＪＶデベロップメント事業を主たる業務としております。 

 当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む就

業人員数であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

マンション販売代理事業 120 

不動産流動化・再生事業 2 

住宅設備備品販売事業 7 

ＪＶデベロップメント事業 4 

全社（共通） 27 

合計 160 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 143 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、消費に弱さが見られるものの、企業収益及び雇用情勢が改善し、

景気は回復してまいりました。 

当業界におきましては、地価上昇を背景とした価格先高観から、各不動産デベロッパーにて好立地物件の販売を

先送りする動きが表面化し、マンション新規販売戸数が首都圏・近畿圏でともに減少（首都圏は前年同期比11.5％

減、近畿圏は前年同期比8.8％減）いたしました。 

このような環境の中、当社グループは、中核となるマンション販売代理事業において、契約件数、売上ともに前

中間連結会計期間に比べ減少いたしました。しかしながら不動産流動化・再生事業と住宅設備備品販売事業が順調

に売上増加したため、当中間連結会計期間については、売上高が1,744百万円（前期比24.4％増）、営業利益が272

百万円（前期比699.2％増）、経常利益が207百万円（前期比888.7％増）、中間純利益が112百万円（前期比

5,173.7％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①マンション販売代理事業  売上高845百万円 営業利益18百万円 

マンション販売代理事業に関しては、首都圏にて大規模物件（総戸数434戸）の販売開始があったものの、不動

産業界全般として大規模物件の新規発売が減少したことにより、販売センターへの新規来場者数が弱含みで推移し

たため、契約件数は861件（前期比4.0％減）、当セグメントの売上高は前期比4.5％減となりました。 

また、前中間連結会計期間と比較して、販売体制強化のための営業人員増による人件費の増加及び東京オフィス

の移転による賃借料の増加等により、営業利益は前期比83.9％減となりました。 

②不動産流動化・再生事業  売上高461百万円 営業利益406百万円  

流動化事業に関しては、前連結会計年度より進めてきた大阪市北区西天満プロジェクトと大阪市西区北堀江プロ

ジェクトにおける仲介手数料、神戸市中央区磯上通プロジェクトにおける業務受託報酬及び仲介手数料を計上いた

しました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は、前期比35.7％増、営業利益は前期比691.0％増となりました。  

なお、当中間連結会計期間末の不動産流動化・再生事業のたな卸資産は、940百万円となっております。 

③住宅設備備品販売事業  売上高377百万円 営業利益35百万円 

住宅設備備品販売事業に関しては、住宅設備備品の売上やリフォームの受注売上が順調に推移したこと、さらに

モデルルームのコーディネート売上に関しても、販売対象物件の増加に伴い、堅調に増加いたしました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は、前期比112.7％増、営業利益は前期比1,177.7％増となりました。 

④ＪＶデベロップメント事業  売上高60百万円 営業利益△７百万円 

前連結会計年度より、連結子会社の株式会社セルサスコーポレーションにおいて開始したＪＶデベロップメント

事業のスキームは、同社がマンション事業用地を取得もしくは確保するものの、単独で事業化するのではなく、そ

の事業のマジョリティ・シェアを他の不動産デベロッパーに譲渡し、ＪＶ形式でマンション分譲事業を手掛けると

いうものです。マジョリティ・シェア譲渡の代わりに、当社グループは好条件での販売代理業務受託・住宅設備備

品の販売権獲得、企画・設計業務受託を行います。 

マンション分譲事業としての期待収益はシェア譲渡の比率に応じて減少いたしますが、事業リスクの分散、資金

負担の軽減、取引先デベロッパーとの関係強化、マンション販売代理事業及び住宅設備備品販売事業の業績拡大へ

の寄与など、当社グループとして総合的にメリットのある事業であると位置づけております。 

前連結会計年度より、神戸市西区プロジェクト（総戸数254戸、ＪＶ出資比率15％）、神戸市中央区プロジェク

ト（総戸数約180戸、ＪＶ出資比率35％）、神戸市東灘区プロジェクト（総戸数52戸、ＪＶ出資比率30％）、京都

市伏見区プロジェクト（総戸数57戸、ＪＶ出資比率20％）及び大阪市平野区プロジェクト（総戸数約238戸、ＪＶ

出資比率20％）の５プロジェクトを開始し、また、当中間連結会計期間より、埼玉県戸田市プロジェクト（総戸数

55戸、ＪＶ出資比率10％）、神戸市西区プロジェクト（総戸数約440戸・ＪＶ出資比率10％）を開始いたしました

が、竣工は当連結会計年度の下半期以降となるため、当セグメントの売上高は単発的な事業企画業務に係る売上を

計上したに留まりました。 

一方、営業費用は先行して発生していることから、営業利益は△７百万円となっております。 

なお、当中間連結会計期間末のＪＶデベロップメント事業のたな卸資産は、2,437百万円となっております。 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により1,730百万円の

減少、投資活動により42百万円減少、財務活動により1,376百万円増加し、当中間連結会計期間末には996百万円

（前年同期比15.3％増）となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、減少した資金は1,730百万円（前年同期は９百万円の減少）となりました。 

これは主に、たな卸資産の増加（1,490百万円）によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、減少した資金は42百万円（前年同期は２百万円の増加）となりました。  

これは主に、貸付けによる支出（20百万円）、有形固定資産の取得による支出（19百万円）があったことによ

るものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、増加した資金は1,376百万円（前年同期は247百万円の増加）となりました。  

これは主に、株式の発行による収入（606百万円）、長期借入れによる収入（184百万円）、短期借入金の純増

加（709百万円）があったことによるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は、次

のとおりであります。 

（注）総販売実績に対する割合が10％以上である相手先はありません。なお、当中間連結会計期間の住友不動産

株式会社及び栄泉不動産株式会社への販売実績の当該販売実績に対する割合は10％未満であるため、記載

を省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％） 

マンション販売代理事業 （千円） － － 

不動産流動化・再生事業 （千円） 940,500 418.3 

住宅設備備品販売事業 （千円） 299,105 249.3 

ＪＶデベロップメント事業 （千円） 545,600 － 

合計 1,785,207 517.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％） 

マンション販売代理事業 （千円） 845,058 95.5 

不動産流動化・再生事業 （千円） 461,231 135.7 

住宅設備備品販売事業 （千円） 377,734 212.7 

ＪＶデベロップメント事業 （千円） 60,952 － 

合計 1,744,976 124.4 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

住友不動産株式会社 149,014 10.6 － － 

栄泉不動産株式会社 142,162 10.1 － － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設、除却等について、該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年６月26日臨時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 46,800 

計 46,800 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月23日） 

上場証券取引所名 内容 

普通株式 18,356 18,356 

大阪証券取引所 

（ニッポン・ニュー・マーケ

ット－「ヘラクレス」） 

－ 

計 18,356 18,356 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 
159

570

（注３・４） 

（注３・５） 

159

564

（注３・４） 

（注３・５） 

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 

159

570

（注３・４・10）

（注３・５・11）

159

564

（注３・４・10）

（注３・５・11）

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 

26,234

38,900

（注４・９） 

（注５・６・９）
同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年12月１日から 

平成22年11月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） 

発行価格  26,234

38,900

資本組入額 13,117

19,450

（注４・９） 

（注５・６・９）

（注４・９） 

（注５・６・９）

同左 

新株予約権の行使の条件 （注７） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注８） 同左 

代用払込みに関する事項 ――――― ――――― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
――――― ――――― 



②平成17年５月17日臨時株主総会決議 

③平成18年１月26日臨時株主総会決議 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 474（注３） 471（注３） 

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 
474（注３・12） 471（注３・12） 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
76,667（注９） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日から 

平成25年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） 

発行価格  76,667

資本組入額 38,334

（注９） 

（注９） 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注７） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注８） 同左 

代用払込みに関する事項 ――――― ――――― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
――――― ――――― 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 84（注３） 81（注３） 

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 
84（注３・13） 81（注３・13） 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
116,667（注９） 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年７月１日から 

平成25年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） 

発行価格  116,667

資本組入額 58,334

（注９） 

（注９） 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注７） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注８） 同左 

代用払込みに関する事項 ――――― ――――― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
――――― ――――― 



（注）１．当社が株式分割または併合を行う場合には、次の算式により株式数を調整します。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．当社が株式分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

る１円未満の端数は切り上げます。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当退職者の退職等により割当対象者でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

４．平成14年６月26日開催の取締役会決議に基づき、付与されたものであります。 

５．平成15年６月23日開催の取締役会決議に基づき、付与されたものであります。 

６．平成17年５月16日開催の取締役会決議に基づき、新株予約権の行使時の払込金額が78,700円から116,700円に

変更されたものであります。 

７．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。 

①対象者は、権利行使時においても、当社及び子会社の取締役、監査役、従業員もしくは当社関連会社の取締

役の何れかの地位を保有していることを要す。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合はこの

限りではない。 

②対象者が死亡した場合、対象者の相続人による本新株予約権の相続は認めず、本新株予約権は失効する。 

③新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。 

④新株予約権の一部行使はできないこととする。 

⑤その他の細目事項については、「株式会社ライフステージ新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

８．新株予約権の譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

 新株予約権を譲渡することはできない。 

９．新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の行使により発行する場合の発行価格及び資本組入額は、平成

18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割したことに伴い調整しております。 

10．株主総会決議時の発行予定株式数は83株ですが、平成18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割したこと及

び付与対象者の退職により、平成19年２月28日現在、発行予定株式数は159株となりました。 

11．株主総会決議時の発行予定株式数は217株ですが、平成18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割したこと

及び付与対象者の退職により、平成19年２月28日現在、発行予定株式数は570株となりました。 

12．株主総会決議時の発行予定株式数は175株ですが、平成18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割したこと

及び付与対象者の退職により、平成19年２月28日現在、発行予定株式数は474株となりました。 

13．株主総会決議時の発行予定株式数は29株ですが、平成18年２月10日付で普通株式１株を３株に分割したことに

より、平成19年２月28日現在、発行予定株式数は84株となりました。 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 

（併合の場合は減少株式数を減ずる） 



 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成18年９月27日定時株主総会決議 

（注）１．当社が株式分割または併合を行う場合には、次の算式により株式数を調整します。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．当社が株式分割または併合を行うときは、次の算式により行使金額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げます。 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により行使金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げます。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当退職者の退職等により割当対象者でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

４．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。 

（1）新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役もしくは執行役員でな

ければならない。 

（2）当社の平成21年６月期またはそれ以前の決算期における確定した連結損益計算書において、当期純利益

が５億５千万円以上（以下、「行使基準目標値」という。）となった場合に限り、新株予約権を行使す

ることができる。ただし、経営環境の急激な変化等が生じた場合は、取締役会の決議により行使基準目

標値を±30％の範囲内において変更することができる。行使基準目標値を下方へ変更した場合は、その

変更した割合により当社が新株予約権者に付与した新株予約権の数のうち、行使できる新株予約権の数

を次のとおり減ずる。この場合において、新株予約権者は、その余の新株予約権を行使することができ

ない。 

①行使基準目標値を10％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付与された新株予約権の

数のうち、90％を行使できる。 

②行使基準目標値の10％を超え20％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付与された新

株予約権のうち、75％を行使できる。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 
50 

（注３）
同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 

50 

（注３）
同左 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
276,750 同左 

新株予約権の行使期間 
平成21年10月１日から 

平成26年９月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） 

発行価格   276,750 

資本組入額  138,375 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５） 同左 

代用払込みに関する事項 ――――― ――――― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
――――― ――――― 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 ×
１ 

分割・併合の割合 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



③行使基準目標値の20％を超え30％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付与された新

株予約権のうち、50％を行使できる。なお、上記により新株予約権の数を減じた結果生じる１未満の

端数は切り上げる。 

（3）会社が定款変更により単元株式制度を導入した場合、単元株式数未満の株式数に関しては、新株予約権

の行使はできない。 

（4）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めず、本新株予約

権は失効する。 

（5）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。その他の処分については、株主総会

並びに取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する「株式会社ライフステー

ジ新株予約権付与契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

 新株予約権を譲渡することはできない。 

②平成18年９月27日定時株主総会決議 

（注）１．当社が株式分割または併合を行う場合には、次の算式により株式数を調整します。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２．当社が株式分割または併合を行うときは、次の算式により行使金額を調整し、調整による１円未満の端数は切

り上げます。 

また、当社が時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により行使金額を調整し、調整による１円

未満の端数は切り上げます。 

３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、割当退職者の退職等により割当対象者でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

４．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。 

（1）新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役もしくは執行役員もし

くは従業員でなければならない。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 
330 

（注３）
同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個） 
－ － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 

330 

（注３）
同左 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
276,750 同左 

新株予約権の行使期間 
平成21年10月１日から 

平成26年９月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円） 

発行価格   276,750 

資本組入額  138,375 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注５） 同左 

代用払込みに関する事項 ――――― ――――― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項 
――――― ――――― 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 ×
１ 

分割・併合の割合 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数 



（2）当社の平成21年６月期またはそれ以前の決算期における確定した連結損益計算書において、当期純利益

が５億５千万円以上（以下、「行使基準目標値」という。）となった場合に限り、新株予約権を行使す

ることができる。ただし、経営環境の急激な変化等が生じた場合は、取締役会の決議により行使基準目

標値を±30％の範囲内において変更することができる。行使基準目標値を下方へ変更した場合は、その

変更した割合により当社が新株予約権者に付与した新株予約権の数のうち、行使できる新株予約権の数

を次のとおり減ずる。この場合において、新株予約権者は、その余の新株予約権を行使することができ

ない。 

①行使基準目標値を10％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付与された新株予約権の

数のうち、90％を行使できる。 

②行使基準目標値の10％を超え20％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付与された新

株予約権のうち、75％を行使できる。 

③行使基準目標値の20％を超え30％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付与された新

株予約権のうち、50％を行使できる。なお、上記により新株予約権の数を減じた結果生じる１未満の

端数は切り上げる。 

（3）会社が定款変更により単元株式制度を導入した場合、単元株式数未満の株式数に関しては、新株予約権

の行使はできない。 

（4）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続は認めず、本新株予約

権は失効する。 

（5）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。その他の処分については、株主総会

並びに取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する「株式会社ライフステー

ジ新株予約権付与契約書」に定めるところによる。 

５．新株予約権の譲渡に関する事項は、次のとおりであります。 

 新株予約権を譲渡することはできない。 



(3）【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格   190,000円 

資本組入額  87,400円 

払込金総額  524,400千円 

２．有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資） 

発行価格   174,800円 

資本組入額  87,400円 

割当先    大和証券エスエムビーシー株式会社 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年７月４日 

（注１） 
3,000 17,856 262,200 471,761 262,200 442,860 

平成18年８月４日 

（注２） 
500 18,356 43,700 515,461 43,700 486,560 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

大塚 満 大阪府豊中市 5,641 30.73 

大塚 千佳子 大阪府豊中市 816 4.44 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 777 4.23 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 774 4.21 

ライフステージ社員持株会 

理事長 小林 俊明 
大阪市淀川区西中島５－５－15 719 3.91 

大江 棟春 大阪府豊中市 660 3.59 

ジャフコＶ１－Ｂ号 

投資事業有限責任組合 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 525 2.86 

投資事業組合オリックス９号 東京都港区浜松町２－４－１ 450 2.45 

ザ バンク オブ ニューヨーク 

ジャスディック トリーテイー アカウント 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート 

銀行兜町証券決済業務室） 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN,1040 

BRUSSELS. BELGIUM 

(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

338 1.84 

ジャフコＶ１－Ａ号 

投資事業有限責任組合 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 315 1.74 

計 － 11,015 60.00 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   18,156 18,156 － 

単位未満株式 － － － 

発行済株式総数 18,356 － － 

総株主の議決権 － 18,156 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 

ライフステージ 

大阪市淀川区西中

島五丁目５番15号 
200 － 200 1.08 

計 － 200 － 200 1.08 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。 

なお、平成18年７月５日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項

はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 596,000 380,000 316,000 263,000 247,000 234,000 

最低（円） 260,000 300,000 249,000 205,000 167,000 205,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づい

て作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

 なお、前中間連結会計期間及び前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年６月２日提出の有価証券届出書

に添付されたものによっております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金    864,122   996,454   1,392,335  

２．売掛金    1,163,867   1,120,741   876,611  

３．販売用不動産    197,009   －   －  

４．たな卸資産 
※２ 
※３  －   3,392,475   1,901,692  

５．前渡金    355,126   65,759   3,803  

６．その他    265,348   268,168   161,547  

貸倒引当金    △241   △494   △393  

流動資産合計    2,845,231 83.5  5,843,105 92.2  4,335,597 90.7

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※１  28,173   59,329   42,276  

２．無形固定資産    10,332   8,250   9,272  

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券   419,894   251,212   258,808   

(2）その他   83,069 502,963  164,091 415,304  115,963 374,771  

固定資産合計    541,469 15.9  482,884 7.6  426,320 8.9

Ⅲ 繰延資産    21,340 0.6  12,804 0.2  17,072 0.4

資産合計    3,408,042 100.0  6,338,794 100.0  4,778,990 100.0 

            

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金    68,264   139,605   103,047  

２．短期借入金 ※４  836,680   1,770,000   1,060,060  

３．一年以内返済予定
長期借入金 

   122,980   57,320   87,170  

４．一年以内償還予定
社債 

   40,000   40,000   40,000  

５．賞与引当金    17,338   18,472   9,708  

６．契約キャンセル引
当金 

   38,277   28,626   31,256  

７．預り保証金    350,000   －   －  

８．その他    224,074   441,033   408,427  

流動負債合計    1,697,615 49.8  2,495,058 39.4  1,739,670 36.4

Ⅱ 固定負債            

１．社債    460,000   520,000   540,000  

２．長期借入金 ※５  73,690   1,362,370   1,207,030  

３．その他    144,163   73,400   78,623  

固定負債合計    677,853 19.9  1,955,770 30.8  1,825,653 38.2

負債合計    2,375,469 69.7  4,450,829 70.2  3,565,324 74.6

            
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）            

Ⅰ 資本金    182,100 5.3  － －  － －

Ⅱ 資本剰余金    152,100 4.5  － －  － －

Ⅲ 利益剰余金    490,792 14.4  － －  － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   207,580 6.1  － －  － －

資本合計    1,032,572 30.3  － －  － －

負債・資本合計    3,408,042 100.0  － －  － － 

            

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  515,461 8.1  209,561 4.4

２．資本剰余金    － －  486,560 7.7  180,660 3.8

３．利益剰余金    － －  821,191 13.0  708,896 14.8

４．自己株式    － －  △45,227 △0.7  － －

株主資本合計    － －  1,777,986 28.1  1,099,118 23.0

Ⅱ 評価・換算差額等            

１．その他有価証券評
価差額金 

   － －  107,530 1.7  114,547 2.4

評価・換算差額等合
計 

   － －  107,530 1.7  114,547 2.4

Ⅲ 新株予約権    － －  2,448 0.0  － －

純資産合計    － －  1,887,965 29.8  1,213,666 25.4

負債純資産合計    － －  6,338,794 100.0  4,778,990 100.0

            



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    1,402,349 100.0  1,744,976 100.0  3,325,385 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  924,414 65.9  871,732 50.0  1,972,752 59.3

調整前売上総利益    － －  873,244 50.0  1,352,632 40.7

契約キャンセル引当
金戻入額 

   － －  31,256 1.8  49,378 1.4

契約キャンセル引当
金繰入額 

   － －  △28,626 △1.6  △31,256 △0.9

売上総利益    477,935 34.1  875,874 50.2  1,370,755 41.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※２  443,822 31.7  603,261 34.6  933,718 28.1

営業利益    34,112 2.4  272,612 15.6  437,036 13.1

Ⅳ 営業外収益            

１．受取利息及び配当
金 

  4,412   3,484   6,331   

２．有価証券売却益   3,670   －   4,798   

３．受取事務手数料   －   1,517   2,634   

４．不動産賃貸収入   －   1,096   780   

５．その他   1,320 9,403 0.7 212 6,311 0.4 33,992 48,536 1.5

Ⅴ 営業外費用            

１．支払利息   7,607   12,173   15,061   

２．融資関連手数料   －   37,571   22,738   

３．株式上場関連費用   －   8,136   24,999   

４．株式交付費   －   5,467   －   

５．新株発行費   －   －   273   

６．社債発行費   7,150   －   8,409   

７．開業費償却   4,268   4,268   8,536   

８．その他   3,484 22,510 1.6 3,623 71,240 4.1 5,907 85,924 2.6

経常利益    21,006 1.5  207,682 11.9  399,648 12.0

Ⅵ 特別利益            

１．投資有価証券売却
益 

  －   325   13,059   

２．貸倒引当金戻入   335 335 0.0 － 325 0.0 343 13,402 0.4

Ⅶ 特別損失            

１．固定資産除却損 ※３ 41   －   41   

２．固定資産売却損 ※４ － 41 0.0 8 8 0.0 － 41 0.0

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   21,300 1.5  208,000 11.9  413,010 12.4

法人税、住民税及び
事業税 

  1,385   99,926   167,564   

法人税等調整額   17,785 19,171 1.3 △4,221 95,705 5.5 25,212 192,776 5.8

中間（当期）純利益    2,129 0.2  112,294 6.4  220,233 6.6

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  152,100 

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高  152,100 

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  488,892 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

中間純利益 2,129 2,129 

Ⅲ 利益剰余金減少高   

持分法適用会社減少に
伴う剰余金減少高 

230 230 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  490,792 

   

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年６月30日 残高（千円） 209,561 180,660 708,896 － 1,099,118

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 305,900 305,900 － － 611,800

中間純利益 － － 112,294 － 112,294

自己株式の取得 － － － △45,227 △45,227

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

305,900 305,900 112,294 △45,227 678,867

平成18年12月31日 残高（千円） 515,461 486,560 821,191 △45,227 1,777,986

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年６月30日 残高（千円） 114,547 － 1,213,666

中間連結会計期間中の変動額    

新株の発行 － － 611,800

中間純利益 － － 112,294

自己株式の取得 － － △45,227

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△7,017 2,448 △4,568

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△7,017 2,448 674,299

平成18年12月31日 残高（千円） 107,530 2,448 1,887,965



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年６月30日 残高（千円） 182,100 152,100 488,892 823,092

連結会計年度中の変動額     

新株の発行（新株引受権の行
使） 

27,461 28,560 － 56,022

当期純利益 － － 220,233 220,233

持分法適用会社減少 － － △230 △230

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － －

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

27,461 28,560 220,003 276,025

平成18年６月30日 残高（千円） 209,561 180,660 708,896 1,099,118

 

評価・換算差額等 

新株引受権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成17年６月30日 残高（千円） 108,912 1,100 933,105 

連結会計年度中の変動額    

新株の発行（新株引受権の行
使） 

－ △1,100 54,922 

当期純利益 － － 220,233 

持分法適用会社減少 － － △230 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

5,634 － 5,634 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

5,634 △1,100 280,560 

平成18年６月30日 残高（千円） 114,547 － 1,213,666 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

税金等調整前中間（当期）純
利益 

  21,300 208,000 413,010 

減価償却費   1,494 2,802 3,293 

契約キャンセル引当金の減少
額 

  △11,101 △2,629 △18,122 

受取利息及び受取配当金   △4,412 △3,484 △6,331 

支払利息   7,607 12,173 15,061 

売上債権の増減額（増加：
△） 

  △282,244 △244,130 5,010 

仕入債務の増加額   16,152 36,558 50,935 

預り保証金の増加額   350,000 － － 

前渡金の増減額（増加：△）   6,740 △61,955 358,063 

販売用不動産の減少額   101,680 － 298,689 

たな卸資産の増加額   － △1,490,783 △1,901,692 

その他   △80,764 △9,110 △99,386 

小計   126,453 △1,552,558 △881,469 

利息及び配当金の受取額   1,387 2,607 8,416 

利息の支払額   △7,780 △13,014 △15,737 

法人税等の支払額   △129,070 △167,179 △129,653 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △9,010 △1,730,145 △1,018,444 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

有価証券の取得による支出   △5,188 △59,755 △8,149 

有価証券の売却による収入   8,837 60,145 12,920 

有形固定資産の取得による支
出 

  △284 △19,630 △15,904 

投資有価証券の取得による支
出 

  △724 △5,104 △1,366 

投資有価証券の売却による収
入 

  1,060 1,204 19,120 

貸付けによる支出   － △20,000 △20,000 

貸付金回収による収入   － 382 100,751 

その他   △860 487 △1,183 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  2,839 △42,270 86,187 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

     

短期借入金の純増加額   436,680 709,940 660,060 

長期借入れによる収入   － 184,000 1,162,000 

長期借入金の返済による支出   △382,410 △58,510 △446,880 

社債の発行による収入   292,850 － 391,590 

社債の償還による支出   △100,000 △20,000 △120,000 

株式の発行による収入   － 606,332 54,648 

自己株式の取得による支出   － △45,227 － 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  247,120 1,376,535 1,701,419 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   240,948 △395,880 769,162 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   623,173 1,392,335 623,173 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※１ 864,122 996,454 1,392,335 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項  全ての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

株式会社エルエス・サービス 

株式会社インサイド 

株式会社セルサスコーポレー

ション 

株式会社エルエス・アド 

 なお、株式会社ライフステー

ジ・ウエストは、平成17年12月１

日付で当社が吸収合併しておりま

す。 

 全ての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数  ３社 

連結子会社の名称 

株式会社エルエス・サービス 

株式会社インサイド 

株式会社セルサスコーポレー

ション 

 また、株式会社エルエス・アド

は、平成18年8月29日付で清算結了

しております。 

 全ての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

株式会社エルエス・サービス 

株式会社インサイド 

株式会社セルサスコーポレー

ション 

株式会社エルエス・アド 

 なお、株式会社ライフステー

ジ・ウエストは、平成17年12月１

日付で当社が吸収合併しておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社 

 該当事項はありません。 

 なお、従来持分法会社であっ

た株式会社カノンアソシエイツ

については、当中間連結会計期

間中に株式の一部を売却したた

め、持分法の適用範囲から除外

しております。 

持分法適用会社 

 該当事項はありません。 

持分法適用会社 

 該当事項はありません。 

 なお、従来持分法会社であっ

た株式会社カノンアソシエイツ

については、当連結会計年度中

に株式の一部を売却したため、

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社セ

ルサスコーポレーションの中間決

算日は11月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同中間決算日現在の中間

財務諸表を使用しております。た

だし、12月１日から12月31日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左  連結子会社のうち、株式会社セ

ルサスコーポレーションの決算日

は５月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、６月１

日から６月30日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券 

――――― 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採

用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しており

ます。 

イ 有価証券 

満期保有目的の債券 

――――― 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ロ たな卸資産 

販売用不動産 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

ロ たな卸資産 

 主として個別法による原価法

を採用しております。 

ロ たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物  ５～47年 

イ 有形固定資産 

同左 

イ 有形固定資産 

同左 

 ロ 無形固定資産 

ソフトウエア 

 利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

ソフトウエア 

同左 

ロ 無形固定資産 

ソフトウエア 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

イ 社債発行費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。 

イ 社債発行費 

――――― 

イ 社債発行費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。 

 ロ 開業費 

 連結子会社１社の開業費は、

５年間の均等償却を行っており

ます。 

ロ 開業費 

同左 

ロ 開業費 

同左 

 ハ 株式交付費 

――――― 

ハ 株式交付費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。 

ハ 株式交付費 

――――― 

 ニ 新株発行費 

――――― 

ニ 新株発行費 

――――― 

ニ 新株発行費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。 

(4）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売掛金等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当中間連結会計期

間に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

 ハ 契約キャンセル引当金 

 契約済未引渡の物件につい

て、当中間連結会計期間末後に

予想される契約キャンセルによ

る損失に備えるため、過去の契

約キャンセル率を勘案し、将来

の契約キャンセルに伴う損失見

込額を計上しております。 

ハ 契約キャンセル引当金 

同左 

ハ 契約キャンセル引当金 

 契約済未引渡の物件につい

て、当連結会計年度末後に予想

される契約キャンセルによる損

失に備えるため、過去の契約キ

ャンセル率を勘案し、将来の契

約キャンセルに伴う損失見込額

を計上しております。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理を採

用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ハ ヘッジ方針 

 金利変動リスク低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行

っております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

イ 販売受託手数料収入の計上基

準 

 事業主から販売を委託された

物件について、物件購入契約が

顧客と事業主との間で締結され

た時点で契約時受取手数料及び

引渡時受取手数料の全額を売上

高に計上しております。 

イ 販売受託手数料収入の計上基

準 

同左 

イ 販売受託手数料収入の計上基

準 

同左 

 ロ 販売準備費用 

 各販売受託物件のモデルルー

ムでの販売活動開始前に発生し

た準備費用は、販売準備費用

（流動資産のその他）として中

間連結貸借対照表に計上した上

で、物件販売戸数に応じて費用

処理することとしております。 

ロ 販売準備費用 

同左 

ロ 販売準備費用 

 各販売受託物件のモデルルー

ムでの販売活動開始前に発生し

た準備費用は、販売準備費用

（流動資産のその他）として連

結貸借対照表に計上したうえ

で、物件販売戸数に応じて費用

処理することとしております。 

 ハ 

―――――― 

ハ ＪＶデベロップメント事業に

係る借入金 

 ＪＶデベロップメント事業で

開発期間が長期にわたるものに

ついて、正常開発期間に係る借

入金の支払利息は、たな卸資産

の取得原価に算入しておりま

す。 

ハ ＪＶデベロップメント事業に

係る借入金 

同左 

 ニ 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

ニ 消費税等の会計処理 

同左 

ニ 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金及び随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない、取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

―――――― ―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

 当連結会計年度から、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する額は、1,213,666千円であります。 

 連結財務諸表規則の改正による連結貸借

対照表の表示に関する変更は、以下のとお

りであります。 

１．前連結会計年度における「資本の部」

は、当連結会計年度から「純資産の

部」となり、「純資産の部」は「株主

資本」及び「評価・換算差額等」に分

類して表示しております。 

２．前連結会計年度において独立掲記して

おりました「資本金」、「資本剰余

金」及び「利益剰余金」は、当連結会

計年度においては「株主資本」の内訳

科目として表示しております。 

３．前連結会計年度において「利益剰余

金」の次に表示しておりました「その

他有価証券評価差額金」は、当連結会

計年度から「評価・換算差額等」の内

訳科目として表示しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

―――――― （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間連結会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企業会

計基準第8号 平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

11号 平成18年５月31日）を適用しており

ます。これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は、それぞれ

2,448千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

（セグメント情報）に記載しております。 

―――――― 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （中間連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間までは、契約キャンセル引当金の

繰入額及び戻入額は区分掲記しておりませんでした

が、当中間連結会計期間から明瞭表示のために区分掲

記しております。 

なお、前中間連結会計期間の契約キャンセル引当金繰

入額は38,277千円、同戻入額は49,378千円であり、売

上原価に含めて表示しておりました。 

 ２．前中間連結会計期間までは、受取事務手数料は区分掲

記しておりませんでしたが、当中間連結会計期間にお

いて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分

掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「受取事務手数料」の金

額は462千円であります。 

 ３．前中間連結会計期間までは、不動産賃貸収入は区分掲

記しておりませんでしたが、当中間連結会計期間にお

いて営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分

掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「不動産賃貸収入」の金

額は390千円であります。 



追加情報 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 

至 平成18年６月30日） 

────── ────── （連結株主資本等変動計算書に関する会計基

準等） 

当連結会計年度から、「株主資本等変動計

算書に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準第６

号）及び「株主資本等変動計算書に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第９号）を適用しております。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会

計年度から「連結株主資本等変動計算書」を

作成しております。 

また、前連結会計年度まで作成しておりま

した「連結剰余金計算書」は、本改正により

廃止され、当連結会計年度からは作成してお

りません。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

18,137千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

21,880千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

19,654千円であります。 

※２．    ───── ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

 たな卸資産 1,042,550千円 たな卸資産 710,000千円

  上記は、短期借入金1,010,000千円の

担保に供しております。 

 上記は、短期借入金710,000千円の担

保に供しております。 

※３．    ───── ※３．たな卸資産の中間期末残高には、支払

利息13,079千円を含めております。 

※３．たな卸資産の期末残高には、支払利息

3,779千円を含めております。 

※４．    ───── ※４．財務制限条項 

（1）当社が平成18年８月22日に締結した株

式会社みずほ銀行をエージェントとす

るリボルビング・クレジット・ファシ

リティ契約（シンジケート方式・融資

枠設定金額500,000千円）については、

以下の財務制限条項が付されておりま

す。なお、財務制限条項に抵触した場

合は、本契約にかかる一切の債務につ

いて期限の利益を喪失し、直ちにそれ

らの債務を弁済しなければならないこ

とが定められております。 

①当社グループの連結貸借対照表の純

資産の部の金額を平成17年６月期末

日における連結貸借対照表の資本の

部の金額の80％及び直前の決算期末

日における連結貸借対照表の純資産

の部の金額の80％のいずれか高い方

の金額以上に維持すること。 

②当社の貸借対照表の純資産の部の金

額を平成17年６月期末日における貸

借対照表の資本の部の金額の80％及

び直前の決算期末日における貸借対

照表の純資産の部の金額の80％のい

ずれか高い方の金額以上に維持する

こと。 

③当社グループの連結損益計算書の当

期純利益につき、２期連続して損失

を計上しないこと。 

④当社の損益計算書の当期純利益につ

き、２期連続して損失を計上しない

こと。 

※４．    ───── 

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

 （2）当社が平成18年９月20日に締結した株

式会社三井住友銀行を主幹事とするコ

ミットメントライン契約（シンジケー

ト方式・融資枠設定金額900,000千

円）については、以下の財務制限条項

が付されております。なお、財務制限

条項に抵触した場合は、本契約にかか

る一切の債務について期限の利益を喪

失し、直ちにそれらの債務を弁済しな

ければならないことが定められており

ます。 

①各事業年度の決算期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の合計

金額を、直近の事業年度の決算期の

末日における連結貸借対照表の純資

産の部の合計金額の80％に相当する

金額以上に維持すること。 

②各事業年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表の純資産の部の合

計金額を、直近の事業年度の決算期

の末日における単体の貸借対照表の

純資産の部の合計金額の80％に相当

する金額以上に維持すること。 

③各事業年度の決算期の末日における

連結損益計算書の経常損益を損失と

しないこと。 

④各事業年度の決算期の末日における

単体の損益計算書の経常損益を損失

としないこと。 

⑤各事業年度の決算期の末日における

連結損益計算書の当期損益を２期連

続で損失としないこと。 

⑥各事業年度の決算期の末日における

単体の損益計算書の当期損益を２期

連続で損失としないこと。 

⑦各事業年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表の有利子負債（短

期借入金、一年以内返済予定長期借

入金、一年以内償還予定社債、長期

借入金及び社債）の合計金額を、単

体の損益計算書の営業損益、受取利

息、受取配当金及び減価償却費の合

計金額の10倍以内に維持すること。 

 

※５．    ───── ※５．財務制限条項 

 連結子会社の株式会社セルサスコー

ポレーションが平成18年６月２日に株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行と締結した

金銭消費貸借契約（借入総額340,000

千円）については、以下の財務制限条

項が付されております。なお、これに

抵触した場合は、本契約にかかる一切

の債務について期限の利益を喪失し、

直ちにそれらの債務を弁済しなければ

ならないことが定められております。 

①保証人である当社の損益計算書（監

査済みのもの）において、営業損

益、経常損益及び当期損益のいずれ

も損失としないこと。 

②保証人である当社の貸借対照表（監

査済みのもの）において、純資産の

部の金額を976,000千円以下としな

いこと。 

※５．財務制限条項 

 連結子会社の株式会社セルサスコー

ポレーションが平成18年６月２日に株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀行と締結した

金銭消費貸借契約（借入額210,000千

円）については、以下の財務制限条項

が付されております。なお、これに抵

触した場合は、本契約にかかる一切の

債務について期限の利益を喪失し、直

ちにそれらの債務を弁済しなければな

らないことが定められております。 

①保証人である当社の損益計算書（監

査済みのもの）において、営業損

益、経常損益及び当期損益のいずれ

も損失としないこと。 

②保証人である当社の貸借対照表（監

査済みのもの）において、純資産の

部の金額を976,000千円以下としない

こと。 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年６月30日） 

 ６．債務保証 

 次の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

 ６．    ─────  ６．債務保証 

 次の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

会社名 金額（千円） 

有限会社ノースウエス
トアパートメント 

1,445,000 

 会社名 金額（千円） 

有限会社パークサイド
アパートメント 

1,201,000

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．契約キャンセル引当金繰入差額 

△11,101千円が売上原価に含まれてお

ります。 

※１．    ───── ※１．    ───── 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

役員報酬 56,775千円

給料手当 142,764千円

賞与引当金繰入額 7,043千円

退職給付費用 6,120千円

役員報酬 62,282千円

給料手当 187,937千円

賞与引当金繰入額 7,787千円

退職給付費用 7,040千円

役員報酬 112,566千円

給料手当 298,921千円

賞与引当金繰入額 3,889千円

退職給付費用 12,057千円

※３．固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。 

※３．    ───── ※３．固定資産除却損の内容は、次のとおり

であります。 

有形固定資産 

（車輌運搬具） 
41千円

 有形固定資産 

（その他） 
41千円

※４．    ───── ※４．固定資産売却損の内容は、次のとおり

であります。 

※４．    ───── 

 有形固定資産 

（車輌運搬具） 
8千円

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加3,500株は、平成18年７月４日付の有償一般募集による増加3,000株及び平成

18年８月４日付の有償第三者割当による増加500株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、市場からの買取りによる増加であります。 

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注１） 14,856 3,500 － 18,356 

合計 14,856 3,500 － 18,356 

自己株式     

普通株式（注２） － 200 － 200 

合計 － 200 － 200 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末
残高 
（千円） 

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション

としての新株予約権 
－ － － － － 2,448 

合計 － － － － － 2,448 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

 平成18年２月10日 株式分割（１株→３株）                    7,816株 

 平成18年３月20日 第１回無担保新株引受権付社債に付された新株引受権の権利行使  3,132株 

２．新株予約権に関する事項 

（注）１．平成13年新株引受権の当連結会計年度増加は株式分割、減少は新株引受権の権利行使によるものであります。

２．平成14年新株予約権、平成15年新株予約権、平成17年新株予約権及び平成18年新株予約権①に関する事項は、

（ストック・オプション等）に記載しております。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式     

普通株式 3,908 10,948 － 14,856 

合計 3,908 10,948 － 14,856 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計
年度末残高 
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社） 
平成13年新株引受権 普通株式 1,042 2,090 3,132 － － 

ストック・オプション

としての新株予約権 
― － － － － － 

合計 ― 1,042 2,090 3,132 － － 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） （平成18年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 864,122千円

現金及び現金同等物 864,122千円

現金及び預金勘定 996,454千円

現金及び現金同等物 996,454千円

現金及び預金勘定 1,392,335千円

現金及び現金同等物 1,392,335千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

中間期末 

残高 

相当額 

（千円） 

有形 
固定資産 

14,012 12,517 1,494 

無形 
固定資産 

11,105 5,552 5,553 

合計 25,118 18,070 7,047 

 
取得価額 

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

中間期末 

残高 

相当額 

（千円）

有形 
固定資産 

3,142 2,967 174

無形 
固定資産 

11,105 7,773 3,331

合計 14,247 10,741 3,506

 
取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円）

有形 
固定資産 

9,292 8,752 539

無形 
固定資産 

11,105 6,663 4,442

合計 20,397 15,416 4,981

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

  

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,661千円

１年超 3,662千円

合計 7,323千円

１年内 2,495千円

１年超 1,166千円

合計 3,662千円

１年内 2,863千円

１年超 2,324千円

合計 5,187千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 2,655千円

減価償却費相当額 2,459千円

支払利息相当額 115千円

支払リース料 1,580千円

減価償却費相当額 1,474千円

支払利息相当額 55千円

支払リース料 4,871千円

減価償却費相当額 4,525千円

支払利息相当額 195千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への分

配方法については、利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年12月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

        ２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年６月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 
取得原価 
（千円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 15,559 365,258 349,698 

合計 15,559 365,258 349,698 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 4,636 

匿名組合出資金 50,000 

種類 
中間連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）国債・地方債等 4,911 4,874 △37 

合計 4,911 4,874 △37 

種類 
取得原価 
（千円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 10,546 191,695 181,149 

合計 10,546 191,695 181,149 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 4,606 

匿名組合出資金 50,000 

種類 
取得原価 
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1）株式 11,231 204,202 192,970 

合計 11,231 204,202 192,970 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式 4,606 

匿名組合出資金 50,000 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18年７

月１日 至 平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計（金利スワップの特例処理）を適用しておりますの

で、注記の対象から除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  2,448千円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  平成18年新株予約権② 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役  １名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式  50株 

付与日 平成18年10月16日 

権利確定条件 

(1)新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役

もしくは執行役員でなければならない。 

(2)当社の平成21年６月期またはそれ以前の決算期における確定した連結損益計算書

において、当期純利益が５億５千万円以上（以下、「行使基準目標値」とい

う。）となった場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、経営

環境の急激な変化等が生じた場合は、取締役会の決議により行使基準目標値を±

30％の範囲内において変更することができる。行使基準目標値を下方へ変更した

場合は、その変更した割合により当社が新株予約権者に付与した新株予約権の数

のうち、行使できる新株予約権の数を次のとおり減ずる。この場合において、新

株予約権者は、その余の新株予約権を行使することができない。 

①行使基準目標値を10％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付

与された新株予約権の数のうち、90％を行使できる。 

②行使基準目標値の10％を超え20％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予

約権者は付与された新株予約権のうち、75％を行使できる。 

③行使基準目標値の20％を超え30％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予

約権者は付与された新株予約権のうち、50％を行使できる。なお、上記により

新株予約権の数を減じた結果生じる１未満の端数は切り上げる。 

(3)会社が定款変更により単元株式制度を導入した場合、単元株式数未満の株式数に

関しては、新株予約権の行使はできない。 

(4)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続

は認めず、本新株予約権は失効する。 

(5)新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。その他の処分

については、株主総会並びに取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「株式会社ライフステージ新株予約権付与契約書」に定める

ところによる。 

対象勤務期間 平成18年10月16日から平成21年９月30日まで 

権利行使期間 平成21年10月１日から平成26年９月30日まで 

権利行使価格（円） 276,750 

付与日における公正な評価単価（円） 77,334 



  平成18年新株予約権③ 

付与対象者の区分及び人数 当社の執行役員及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員  10名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式  330株 

付与日 平成18年10月16日 

権利確定条件 

(1)新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社子会社の取締役

もしくは執行役員もしくは従業員でなければならない。 

(2)当社の平成21年６月期またはそれ以前の決算期における確定した連結損益計算書

において、当期純利益が５億５千万円以上（以下、「行使基準目標値」とい

う。）となった場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、経営

環境の急激な変化等が生じた場合は、取締役会の決議により行使基準目標値を±

30％の範囲内において変更することができる。行使基準目標値を下方へ変更した

場合は、その変更した割合により当社が新株予約権者に付与した新株予約権の数

のうち、行使できる新株予約権の数を次のとおり減ずる。この場合において、新

株予約権者は、その余の新株予約権を行使することができない。 

①行使基準目標値を10％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予約権者は付

与された新株予約権の数のうち、90％を行使できる。 

②行使基準目標値の10％を超え20％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予

約権者は付与された新株予約権のうち、75％を行使できる。 

③行使基準目標値の20％を超え30％以下の範囲内で下方修正した場合は、新株予

約権者は付与された新株予約権のうち、50％を行使できる。なお、上記により

新株予約権の数を減じた結果生じる１未満の端数は切り上げる。 

(3)会社が定款変更により単元株式制度を導入した場合、単元株式数未満の株式数に

関しては、新株予約権の行使はできない。 

(4)新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本新株予約権の相続

は認めず、本新株予約権は失効する。 

(5)新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。その他の処分

については、株主総会並びに取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業

員との間で締結する「株式会社ライフステージ新株予約権付与契約書」に定める

ところによる。 

対象勤務期間 平成18年10月16日から平成21年９月30日まで 

権利行使期間 平成21年10月１日から平成26年９月30日まで 

権利行使価格（円） 276,750 

付与日における公正な評価単価（円） 77,334 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）１．株式の数は、平成18年２月10日付で１株を３株に分割しており、分割後の株式数に換算して記載しておりま

す。 

２．権利確定条件は、次のとおりであります。 

①対象者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員のいずれかの地位を保

有していることを要す。ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合は、この限りではない。 

②対象者が死亡した場合、対象者の相続人による本新株予約権の相続は認めず、本新株予約権は失効する。 

③新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。 

④新株予約権の一部行使はできないこととする。 

⑤その他の細目事項については、「株式会社ライフステージ新株予約権付与契約」に定めるところによる。 

３．対象勤務期間の定めはありません。 

 平成14年新株予約権 平成15年新株予約権 平成17年新株予約権 平成18年新株予約権① 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成14年６月26日 平成14年６月26日 平成17年５月17日 平成18年１月26日 

付与対象者の 

区分及び数 

当社及び当社子会社の従業

員38名 

①当社取締役及び当社子会

社の取締役５名 

②当社及び当社子会社の従

業員87名 

①当社及び当社子会社の取

締役・監査役３名 

②当社及び当社子会社の従

業員112名 

③入社予定者３名 

①当社及び当社子会社の取

締役・監査役３名 

②当社及び当社子会社の従

業員４名 

③入社予定者９名 

ストック・ 

オプション数 

普通株式249株 

（注１） 

普通株式651株 

（注１） 

普通株式525株 

（注１） 

普通株式87株 

（注１） 

付与日 平成14年６月26日 平成15年６月23日 平成17年６月27日 平成18年３月13日 

権利確定条件 （注２） （注２） （注２） （注２） 

対象勤務期間 （注３） （注３） （注３） （注３） 

権利行使期間 
平成17年12月１日から 

平成22年11月30日まで 

平成17年12月１日から 

平成22年11月30日まで 

平成20年７月１日から 

平成25年６月30日まで 

平成20年７月１日から 

平成25年６月30日まで 

権利行使価格 

（円） 
26,234 38,900 76,667 116,667 

付与日における

公正な評価単価 

（円） 

－ － － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は138,807千円であり、その主なもの

は当社での管理部門に係る費用であります。 

 
マンション 

販売代理事業 

 （千円） 

不動産流動化・

再生事業 

（千円） 

住宅設備備品 

販売事業 

（千円） 

計 

 （千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 884,896 339,855 177,597 1,402,349 － 1,402,349 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 180 180 △180 － 

計 884,896 339,855 177,778 1,402,530 △180 1,402,349 

営業費用 767,805 288,464 174,970 1,231,240 136,996 1,368,236 

営業利益 117,091 51,390 2,808 171,289 △137,176 34,112 

事業区分 主な事業内容 

マンション販売代理事業 

デベロッパー各社へ商品・販売企画を提案いたします。 

顧客への販売については、デベロッパーの代理として販売活動、契約締

結、ローン事務及び引渡業務を行い、デベロッパーから販売手数料を得てお

ります。 

不動産流動化・再生事業 

＜不動産流動化事業＞ 

特別目的会社（ＳＰＣ）にて土地を購入の上、賃貸マンションを開発いた

します。特別目的会社（ＳＰＣ）より企画手数料や販売手数料を得ておりま

す。 

＜不動産再生事業＞ 

デベロッパーが所有する未販売マンション、法人・個人が所有する中古マ

ンションを購入し、リニューアル後販売いたします。 

住宅設備備品販売事業 マンション購入者に対して、住宅設備備品を販売しております。 



当中間連結会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は181,039千円であり、その主なもの

は当社での管理部門に係る費用であります。 

４．会計方針の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「ストック・

オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を適用して

おります。これにより、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は2,448千円増加

し、営業利益が同額減少しております。 

 
マンション 

販売代理事業 

（千円） 

不動産流動化 

・再生事業 

（千円） 

住宅設備備品 

販売事業 

（千円） 

ＪＶデベロップ

メント事業 

（千円） 
計（千円）

消去又は 
全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
845,058 461,231 377,734 60,952 1,744,976 － 1,744,976 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は

振替高 

－ － 3,540 － 3,540 △3,540 － 

計 845,058 461,231 381,275 60,952 1,748,517 △3,540 1,744,976 

営業費用 826,218 54,720 345,396 68,642 1,294,977 177,386 1,472,364 

営業利益又は 

営業損失（△） 
18,839 406,511 35,879 △7,690 453,540 △180,927 272,612 

事業区分 主な事業内容 

マンション販売代理事業 

不動産デベロッパー各社へ商品・販売企画を提案いたします。 

顧客への販売については、不動産デベロッパーの代理として販売活動、契

約締結、ローン事務及び引渡業務を行い、不動産デベロッパーから販売手数

料を得ております。 

不動産流動化・再生事業 

＜不動産流動化事業＞ 

当社及び特別目的会社（ＳＰＣ）にて土地を購入の上、賃貸マンションを

開発いたします。 

＜不動産再生事業＞ 

不動産デベロッパーが所有する未販売マンション、法人・個人が所有する

中古マンションを購入し、リニューアル後販売いたします。 

住宅設備備品販売事業 マンション購入者に対して、住宅設備備品を販売しております。 

ＪＶデベロップメント事業 
他の不動産デベロッパーと分譲マンションを共同開発・販売しておりま

す。また、事業企画に係る業務も行っております。 



前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は278,587千円であり、その主なもの

は当社での管理部門に係る費用であります。 

 
マンション 

販売代理事業 

（千円） 

不動産流動化 

・再生事業 

（千円） 

住宅設備備品 

販売事業 

（千円） 

ＪＶデベロップ

メント事業 

（千円） 
計（千円）

消去又は 
全社 
（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業損

益 
       

売上高        

(1）外部顧客に対す

る売上高 
1,883,033 901,647 540,704 － 3,325,385 － 3,325,385 

(2）セグメント間の 

内部売上高又は

振替高 

－ － 913 － 913 △913 － 

計 1,883,033 901,647 541,617 － 3,326,298 △913 3,325,385 

営業費用 1,522,510 541,923 508,312 42,022 2,614,768 273,579 2,888,348 

営業利益又は 

営業損失（△） 
360,522 359,724 33,305 △42,022 711,529 △274,493 437,036 

事業区分 主な事業内容 

マンション販売代理事業 

不動産デベロッパー各社へ商品・販売企画を提案いたします。 

顧客への販売については、不動産デベロッパーの代理として販売活動、契

約締結、ローン事務及び引渡業務を行い、不動産デベロッパーから販売手数

料を得ております。 

不動産流動化・再生事業 

＜不動産流動化事業＞ 

特別目的会社（ＳＰＣ）にて土地を購入の上、賃貸マンションを開発いた

します。特別目的会社（ＳＰＣ）より企画手数料や販売手数料を得ておりま

す。 

＜不動産再生事業＞ 

デベロッパーが所有する未販売マンション、法人・個人が所有する中古マ

ンションを購入し、リニューアル後販売いたします。 

住宅設備備品販売事業 マンション購入者に対して、住宅設備備品を販売しております。 

ＪＶデベロップメント事業 
他の不動産デベロッパーと分譲マンションを共同開発・販売しておりま

す。 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年７月１日 至 平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）

において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）、当中間連結会計期間（自 平成18

年７月１日 至 平成18年12月31日）及び前連結会計年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）

において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

 当社は、新株引受権付社債及び新株予約権

を発行しておりますが、非上場であるため、

潜在株式調整後１株当たり中間純利益は記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 264,220.31円

１株当たり中間純利益金額 544.87円

１株当たり純資産額 103,850.88円

１株当たり中間純利益金額 6,171.21円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
5,841.35円

 当社は、新株引受権付社債及び新株予約権

を発行しておりますが、非上場であるため、

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 81,695.34円

１株当たり当期純利益金額 17,468.02円

  当社は、平成18年２月10日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間連結会計期間における

１株当たり情報については、以下のとおりと

なります。 

１株当たり純資産額 88,073.44円

１株当たり中間純利益金額 181.62円

 当社は、平成18年２月10日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。 

１株当たり純資産額 79,495.51円

１株当たり当期純利益金額 10,077.49円

 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年７月１日 

 至 平成17年12月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 

 至 平成18年12月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年７月１日 

 至 平成18年６月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 2,129 112,294 220,233 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 2,129 112,294 220,233 

期中平均株式数（株） 3,908 18,197 12,608 

     

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額    

普通株式増加数 － 1,028 － 

 （うち新株予約権） (－) (1,028) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 新株引受権１種類（新株

引受権の目的となる株式の

数1,042株）及び新株予約権

２種類（新株予約権の数445

個）。 

 新株予約権２種類（新株

予約権の数380個）。 

 新株予約権３種類（新株

予約権の数1,335個）。 

  なお、これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

 なお、これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

 なお、これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― （株式会社コオエーインターナショナル及び

有限会社ドリームプランの株式取得） 

 当社は、平成19年２月28日開催の取締役会

において、株式会社コオエーインターナショ

ナル及び有限会社ドリームプランの全株式を

取得し、完全子会社とすることを決議し、同

日付で株式取得を完了いたしました。 

 また、株式会社コオエーインターナショナ

ルが全額出資する有限会社スーパードームも

同様に完全子会社となりました。 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業

結合を行った主な理由、企業結合日、企

業結合の法的形式、結合後企業の名称及

び取得した議決権比率 

(1)被取得企業の名称及び事業内容 

①株式会社コオエーインターナショナル 

②有限会社ドリームプラン 

③有限会社スーパードーム 

(2)企業結合を行った主な理由 

 品質及びコスト面において優位性を持

つ独自開発の鉄骨造アパート「スーパー

ドーム」を展開する株式会社コオエーイ

ンターナショナル及び有限会社ドリーム

プランを完全子会社とすることで、地方

都市及びその周辺地域における賃貸住宅

事業へ新規参入を図るためであります。 

(3)企業結合日 

平成19年２月28日 

主な事業内容 建設の請負、不

動産賃貸 

資本金 

（平成18年５月末） 

40,300千円

総資産 

（平成18年５月末） 

1,308,629千円

売上高 

（平成18年５月期） 

389,367千円

発行済株式総数 806株

主な事業内容 不動産管理、運

営、修繕、賃貸

仲介 

資本金 

（平成18年５月末） 

3,000千円

総資産 

（平成18年５月末） 

28,120千円

売上高 

（平成18年５月期） 

48,381千円

発行済株式総数 60株

主な事業内容 不動産購入、賃

貸、管理、所

有、売却 

資本金 

（平成18年12月末） 

3,000千円

総資産 

（平成18年12月末） 

2,649,121千円

売上高 

（平成18年12月期） 

353,688千円

発行済株式総数 60株

――――― 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 (4)企業結合の法的形式 

相対取引による株式取得 

(5)結合後企業の名称 

株式会社ライフステージ 

(6)取得した議決権比率 

100.0％ 

 

 ２．被取得企業の取得原価及びその内訳 

(1)被取得企業の取得原価 

371,859千円 

(2)取得原価の内訳 

①株式取得費用 

②株式取得に直接要した支出額 

32,469千円 

株式会社コオエーインタ

ーナショナル 

334,390千円

有限会社ドリームプラン 4,999千円

 

（株式分割による新株式の発行） 

 当社は、平成18年１月10日開催の取締役会

において、株式分割による新株式の発行を行

う旨の決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、以下のとおりであ

ります。 

――――― ――――― 

(1）平成18年２月10日付で平成18年１月26

日最終の株主名簿に記載された株主の

所有株式数を１株につき３株の割合を

もって分割する。 

  

(2）分割により増加する株式数 

普通株式 7,816株 

  

(3）配当起算日 

平成18年１月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前連結会計年度における（１株当た

り情報）及び当期首に行われたと仮定した場

合の当中間連結会計期間における（１株当た

り情報）は、それぞれ以下のとおりでありま

す。 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額  88,073.43円 
１株当たり中間純利益金額 181.62円 

 当社は、新株引受権付社債及び新株予約権を発行
しておりますが、非上場であるため、潜在株式調整
後１株当たり中間純利益は記載しておりません。 

  

（新株引受権行使による新株式の発行） 

 平成18年３月20日付で、第１回無担保新株

引受権付社債の新株引受権が全額行使されま

した。 

 その概要は、次のとおりであります。 

――――― ――――― 

(1）増加した株式の

種類及び数 
普通株式 3,132株

(2）行使額 54,922千円

(3）増加した資本金 27,461千円

(4）増加した資本準

備金 
27,460千円

  

 これにより、発行済株式総数は14,856株、

資本金は209,561千円、資本準備金は180,660

千円となりました。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（多額な資金の借入①） 

 連結子会社の株式会社セルサスコーポレー

ションは、平成18年４月21日付で、資金の借

入を実行しております。 

 その概要は、次のとおりであります。 

（多額な資金の借入） 

 当社及び連結子会社は、中間連結決算日後

平成19年３月12日までに、総額2,143,000千円

の資金の借入を実行しております。 

 その概要は、次のとおりであります。 

――――― 

(1）使途 マンション開発事業用地

の取得 

(2）借入先 株式会社りそな銀行 

(3）借入金額 700,000千円

(4）借入条件 金利  ：  2.0％ 

  返済方法：期限一括 

(5）返済期限 平成21年６月30日 

(6）担保 土地（神戸市中央区） 

(1）使途 マンション開発事業用地の取

得、運転資金 

(2）借入先 株式会社三井住友銀行 

株式会社みずほ銀行 

株式会社りそな銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社山陰合同銀行 

株式会社京都銀行 

中央三井信託銀行株式会社 

(3）利率 年 1.1％ ～ 2.5％ 

(4）返済方法 期限一括、分割 

(5）返済期限 平成19年３月22日～ 

平成22年２月28日

(6）担保 一部の借入に際して、新規購

入のマンション開発事業用地

を担保として提供しておりま

す。 

 

（多額な資金の借入②） 

 連結子会社の株式会社セルサスコーポレー

ションは、平成18年５月９日付で、資金の借

入を実行しております。その概要は、次のと

おりであります。 

――――― ――――― 

(1）使途 マンション開発事業用地

の取得 

(2）借入先 株式会社三井住友銀行 

(3）借入金額 710,000千円

(4）借入条件 金利  ：  1.5％ 

  返済方法：期限一括 

(5）返済期限 平成18年11月９日 

(6）担保 土地（神戸市東灘区） 

  

（債務保証） 

 当社は、平成18年４月21日付で、次の会社

の金融機関からの借入に対し、債務保証を行

っております。その概要は、次のとおりであ

ります。 

――――― ――――― 

(1）会社名 有限会社パークサイドア

パートメント 

(2）借入の目

的 

マンション開発事業用地

の取得 

(3）債務保証

の対象と

なる金額 

1,201,000千円

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （新株式の発行①） 

 平成18年６月２日及び平成18年６月15日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成18年７月４日に払込が

完了いたしました。この結果、平成18年７月

４日付で資本金は471,761千円、発行済株式

の総数は17,856株となっております。 

①募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

②発行する株式の

種類及び数 

：普通株式 3,000株 

③発行価格 ：１株につき190,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④引受価額 ：１株につき174,800円 

この価額は、当社が引受人より１株当たり

の新株式払込金として受け取った金額であ

ります。なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金となります。

⑤発行価額 ：１株につき190,000円 

(資本組入額87,400円)

⑥発行価額の総額 ：570,000千円 

⑦払込金額の総額 ：524,400千円 

⑧資本組入額の総

額 

：262,200千円 

⑨払込期日 ：平成18年７月４日 

⑩資金の使途 ：運転資金（事業用地仕

入資金等） 

――――― ――――― （新株式の発行②） 

 平成18年６月２日及び平成18年６月15日開

催の取締役会において、下記のとおり第三者

割当増資による株式発行を決議し、平成18年

８月４日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成18年８月４日付で資本金は

515,461千円、発行済株式の総数は18,356株と

なっております。 

①割当先 ：大和証券エスエムビー

シー株式会社 

②発行する株式の

種類及び数 

：普通株式500株 

③発行価額 ：１株につき174,800円 

(資本組入額87,400円)

④払込期日 ：平成18年８月４日 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （コミットメントライン契約の締結①） 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うた

め、平成18年８月22日に株式会社みずほ銀行

をエージェントとするリボルビング・クレジ

ット・ファシリティ契約（シンジケート方

式）を締結いたしました。その内容は、次の

とおりであります。なお、財務制限条項に抵

触した場合は、本契約にかかる一切の債務に

ついて期限の利益を喪失し、直ちにそれらの

債務を弁済しなければならないことが定めら

れております。 

 平成18年６月の決算以降の決算及び中間決

算につき、決算期の末日及び中間決算の日に

おいて、以下の各号の条件を充足することを

確約する。 

①当社グループの連結貸借対照表の純資産の

部の金額を平成17年６月期末日における連

結貸借対照表の資本の部の金額の80％及び

直前の決算期末日における連結貸借対照表

の純資産の部の金額の80％のいずれか高い

方の金額以上に維持すること。 

②当社の貸借対照表の純資産の部の金額を平

成17年６月期末日における貸借対照表の資

本の部の金額の80％及び直前の決算期末日

における貸借対照表の純資産の部の金額の

80％のいずれか高い方の金額以上に維持す

ること。 

③当社グループの連結損益計算書の当期純利

益につき、２期連続して損失を計上しない

こと。 

④当社の損益計算書の当期純利益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

融資枠設定金額 500,000千円

契約期間 平成18年８月22日

～平成19年８月21日

財務制限条項  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （コミットメントライン契約の締結②） 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うた

め、平成18年９月20日に株式会社三井住友銀

行を主幹事とするコミットメントライン契約

（シンジケート方式）を締結いたしました。

その内容は、次のとおりであります。なお、

財務制限条項に抵触した場合は、本契約にか

かる一切の債務について期限の利益を喪失

し、直ちにそれらの債務を弁済しなければな

らないことが定められております。 

 本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ

借入人及びエージェントに対する本契約上の

全ての債務の履行を完了するまでの間、次の

各号を遵守することを確約する。 

①各事業年度の決算期の末日における連結貸

借対照表の純資産の部の合計金額を、直近

の事業年度の決算期の末日における連結貸

借対照表の純資産の部の合計金額の80％に

相当する金額以上に維持すること。 

②各事業年度の決算期の末日における単体の

貸借対照表の純資産の部の合計金額を、直

近の事業年度の決算期の末日における単体

の貸借対照表の純資産の部の合計金額の

80％に相当する金額以上に維持すること。 

③各事業年度の決算期の末日における連結損

益計算書の経常損益を損失としないこと。 

④各事業年度の決算期の末日における単体の

損益計算書の経常損益を損失としないこ

と。 

⑤各事業年度の決算期の末日における連結損

益計算書の当期損益を２期連続で損失とし

ないこと。 

⑥各事業年度の決算期の末日における単体の

損益計算書の当期損益を２期連続で損失と

しないこと。 

⑦各事業年度の決算期の末日における単体の

貸借対照表の有利子負債（短期借入金、１

年以内返済予定長期借入金、１年以内償還

予定社債、長期借入金及び社債）の合計金

額を、単体の損益計算書の営業損益、受取

利息、受取配当金及び減価償却費の合計金

額の10倍以内に維持すること。 

融資枠設定金額  900,000千円 

契約期間 平成18年９月20日

～平成19年９月19日

財務制限条項  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金   820,896   828,973   1,211,153   

２．売掛金   1,123,601   1,038,374   811,101   

３．短期貸付金   287,000   542,500   205,000   

４．たな卸資産 ※２ －   951,782   2,978   

５．その他   153,183   227,676   150,342   

流動資産合計    2,384,680 79.1  3,589,308 87.8  2,380,575 83.9

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産 ※１ 28,115   55,570   38,402   

２．無形固定資産   3,234   2,928   3,062   

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券   472,894   289,301   258,808   

(2）その他   124,832   152,335   157,202   

投資その他の資産
合計 

  597,726   441,637   416,010   

固定資産合計    629,077 20.9  500,136 12.2  457,475 16.1

資産合計    3,013,758 100.0  4,089,444 100.0  2,838,051 100.0 

            

（負債の部）            

Ⅰ 流動負債            

１．買掛金   93,943   113,187   82,944   

２．短期借入金 ※３ 836,680   1,060,000   350,060   

３．一年以内返済予定
長期借入金 

  122,980   57,320   87,170   

４．一年以内償還予定
社債 

  40,000   40,000   40,000   

５．賞与引当金   16,712   17,493   9,160   

６．契約キャンセル引
当金 

  38,277   28,626   31,256   

７．その他 ※４ 132,206   261,094   343,344   

流動負債合計    1,280,799 42.5  1,577,720 38.6  943,936 33.3

Ⅱ 固定負債            

１．社債   460,000   520,000   540,000   

２．長期借入金   73,690   16,370   45,030   

３．その他   145,419   81,066   85,529   

固定負債合計    679,109 22.5  617,436 15.1  670,559 23.6

負債合計    1,959,909 65.0  2,195,157 53.7  1,614,495 56.9

            
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）            

Ⅰ 資本金    182,100 6.0  － －  － －

Ⅱ 資本剰余金            

資本準備金   152,100   －   －   

資本剰余金合計    152,100 5.1  － －  － －

Ⅲ 利益剰余金            

１．利益準備金   3,452   －   －   

２．任意積立金   470,000   －   －   

３．中間未処分利益   38,616   －   －   

利益剰余金合計    512,068 17.0  － －  － －

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   207,580 6.9  － －  － －

資本合計    1,053,849 35.0  － －  － －

負債・資本合計    3,013,758 100.0  － －  － － 

            

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  515,461 12.6  209,561 7.4

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   486,560   180,660   

資本剰余金合計    － －  486,560 11.9  180,660 6.4

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   3,452   3,452   

(2）その他利益剰余
金 

           

別途積立金   －   470,000   470,000   

繰越利益剰余金   －   354,061   245,334   

利益剰余金合計    － －  827,513 20.2  718,786 25.3

４．自己株式    － －  △45,227 △1.1  － －

株主資本合計    － －  1,784,308 43.6  1,109,008 39.1

Ⅱ 評価・換算差額等            

１．その他有価証券評
価差額金 

   － －  107,530 2.6  114,547 4.0

評価・換算差額等合
計 

   － －  107,530 2.6  114,547 4.0

Ⅲ 新株予約権    － －  2,448 0.1  － －

純資産合計    － －  1,894,287 46.3  1,223,555 43.1

負債純資産合計    － －  4,089,444 100.0  2,838,051 100.0

            



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    907,176 100.0  1,308,603 100.0  2,273,200 100.0 

Ⅱ 売上原価    542,087 59.8  556,116 42.5  1,130,403 49.7

調整前売上総利益    － －  752,486 57.5  1,142,797 50.3

契約キャンセル引当金戻
入額 

   － －  31,256 2.4  49,378 2.2

契約キャンセル引当金繰
入額 

   － －  △28,626 △2.2  △31,256 △1.4

売上総利益    365,089 40.2  755,116 57.7  1,160,919 51.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   380,974 42.0  513,774 39.3  798,860 35.1

営業利益又は営業
損失（△） 

   △15,885 △1.8  241,342 18.4  362,058 16.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  15,259 1.7  11,526 0.9  41,940 1.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  15,325 1.7  51,431 3.9  51,532 2.3

経常利益又は経常
損失（△） 

   △15,950 △1.8  201,437 15.4  352,467 15.5

Ⅵ 特別利益    － －  325 0.0  13,059 0.6

Ⅶ 特別損失    41 0.0  495 0.0  41 0.0

税引前中間(当期)
純利益又は税引前
中間純損失（△） 

   △15,992 △1.8  201,267 15.4  365,485 16.1

法人税、住民税及
び事業税 

  556   89,711   167,133   

法人税等調整額   2,855 3,411 0.4 2,829 92,540 7.1 11,037 178,170 7.9

中間（当期）純利
益又は 
中間純損失（△） 

   △19,403 △2.2  108,726 8.3  187,314 8.2

前期繰越利益    59,765   －   －  

合併による未処理
損失受入額 

   1,745   －   －  

中間（当期）未処
分利益 

   38,616   －   －  

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合

計 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

209,561 180,660 3,452 470,000 245,334 718,786 － 1,109,008

中間会計期間中の変動額         

新株の発行 305,900 305,900 － － － － － 611,800

中間純利益 － － － － 108,726 108,726 － 108,726

自己株式の取得 － － － － － － △45,227 △45,227

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

－ － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

305,900 305,900 － － 108,726 108,726 △45,227 675,299

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

515,461 486,560 3,452 470,000 354,061 827,513 △45,227 1,784,308

 

評価・換算
差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価
証券評価差
額金 

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

114,547 － 1,223,555

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 － － 611,800

中間純利益 － － 108,726

自己株式の取得 － － △45,227

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額） 

△7,017 2,448 △4,568

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△7,017 2,448 670,731

平成18年12月31日 残高 
（千円） 

107,530 2,448 1,894,287



前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 
合計 

別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

182,100 152,100 3,452 370,000 159,765 533,217 867,417

事業年度中の変動額        

新株の発行（新株引受権の
行使） 

27,461 28,560 － － － － 56,022

当期純利益 － － － － 187,314 187,314 187,314

別途積立金の積立 － － － 100,000 △100,000 － －

子会社合併による未処理損
失受入 

－ － － － △1,745 △1,745 △1,745

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

27,461 28,560 － 100,000 85,568 185,568 241,590

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

209,561 180,660 3,452 470,000 245,334 718,786 1,109,008

 

評価・換算差
額等 

新株引受権 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

平成17年６月30日 残高 
（千円） 

108,912 1,100 977,429

事業年度中の変動額    

新株の発行（新株引受権の
行使） 

－ △1,100 54,922

当期純利益 － － 187,314

別途積立金の積立 － － －

子会社合併による未処理損
失受入 

－ － △1,745

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

5,634 － 5,634

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

5,634 △1,100 246,125

平成18年６月30日 残高 
（千円） 

114,547 － 1,223,555



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

イ 有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

イ 有価証券 

子会社株式 

同左 

イ 有価証券 

子会社株式及び関係会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を

採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ロ たな卸資産 

――――― 

ロ たな卸資産 

 主として個別法による原価法

を採用しております。 

ロ たな卸資産 

――――― 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物      ５年～47年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

ソフトウェア 

 利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 (1)社債発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

(1)社債発行費 

――――― 

(1)社債発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

 (2)株式交付費 

――――― 

(2)株式交付費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

(2)株式交付費 

――――― 

 (3)新株発行費 

――――― 

(3)新株発行費 

――――― 

(3)新株発行費 

 支出時に全額費用処理してお

ります。 

４．引当金の計上基準 (1）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(1）賞与引当金 

同左 

(1）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に

備えるため、当期に負担すべき

支給見込額を計上しておりま

す。 

 (2）契約キャンセル引当金 

 契約済未引渡の物件につい

て、当中間決算日後に予想され

る契約キャンセルによる損失に

備えるため、過去の契約キャン

セル率を勘案し、将来の契約キ

ャンセルに伴う損失見込額を計

上しております。 

(2）契約キャンセル引当金 

同左 

(2）契約キャンセル引当金 

 契約済未引渡の物件につい

て、当決算日後に予想される契

約キャンセルによる損失に備え

るため、過去の契約キャンセル

率を勘案し、将来の契約キャン

セルに伴う損失見込額を計上し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理を採

用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ方法 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ方法 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 金利変動リスク低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジを行

っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）販売受託手数料収入の計上基

準 

 事業主から販売を委託された

物件について、物件購入契約が

顧客と事業主との間で締結され

た時点で契約時受取手数料及び

引渡時受取手数料の全額を売上

高に計上しております。 

(1）販売受託手数料収入の計上基

準 

同左 

(1）販売受託手数料収入の計上基

準 

同左 

 (2）販売準備費用 

 各販売受託物件のモデルルー

ムでの販売活動開始前に発生し

た準備費用は、販売準備費用

（流動資産のその他）として中

間貸借対照表に計上した上で、

物件販売戸数に応じて費用処理

することとしております。 

(2）販売準備費用 

同左 

(2）販売準備費用 

 各販売受託物件のモデルルー

ムでの販売活動開始前に発生し

た準備費用は、販売準備費用

（流動資産のその他）として貸

借対照表に計上した上で、物件

販売戸数に応じて費用処理する

こととしております。 

 (3）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

(3）消費税等の会計処理 

同左 

(3）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）  

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する額は、1,223,555千円であります。 

 財務諸表等規則の改正による貸借対照表

の表示に関する変更は、以下のとおりであ

ります。 

１．前事業年度における「資本の部」は、

当事業年度から「純資産の部」とな

り、「純資産の部」は「株主資本」及

び「評価・換算差額等」に分類して表

示しております。 

２．前事業年度において独立掲記しており

ました「資本金」、「資本剰余金」及

び「利益剰余金」は、当事業年度にお

いては「株主資本」の内訳科目として

表示しております。 

３．前事業年度において、「利益剰余金」

の内訳科目として表示しておりました

「任意積立金」は、当事業年度から

「その他利益剰余金」の内訳科目とし

て表示しております。なお、本改正よ

り従来の「任意積立金」の区分は廃止

されております。 

４．前事業年度において「利益剰余金」の

内訳科目として表示しておりました

「当期未処分利益」は、当事業年度か

ら「その他利益剰余金」の内訳科目で

ある「繰越利益剰余金」として表示し

ております。 

５．前事業年度において「利益剰余金」の

次に表示しておりました「その他有価

証券評価差額金」は、当事業年度から

「評価・換算差額等」の内訳科目とし

て表示しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。これによる損益に与える影響は

ありません。 

 



前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

―――――― （ストック・オプション等に関する会計基

準） 

 当中間会計期間より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業会計基

準第8号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引

前中間純利益は、それぞれ2,448千円減少

しております。 

―――――― 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

────── （中間損益計算書） 

 前中間会計期間までは、契約キャンセル引当金の繰入

額及び戻入額は区分掲記しておりませんでしたが、当中

間会計期間から明瞭表示のために区分掲記しておりま

す。 

 なお、前中間会計期間の契約キャンセル引当金繰入額

は38,277千円、同戻入額は49,378千円であり、売上原価

に含めて表示しておりました。 



追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

────── ────── （株主資本等変動計算書に関する会計基準

等） 

当事業年度から、「株主資本等変動計算

書に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準第６

号）及び「株主資本等変動計算書に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第９号）を適用しております。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年

度から「株主資本等変動計算書」を作成し

ております。 

また、前事業年度まで作成しておりまし

た「利益処分計算書」は、本改正により廃

止され、当事業年度からは作成しておりま

せん。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

17,033千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

20,615千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、

18,504千円であります。 

※２．    ───── ※２．担保に供している資産 

 上記は、短期借入金300,000千円の担

保に供しております。 

たな卸資産 332,550千円

※２．    ───── 

※３．    ───── ※３．財務制限条項 

（1）当社が平成18年８月22日に締結した株

式会社みずほ銀行をエージェントとす

るリボルビング・クレジット・ファシ

リティ契約（シンジケート方式・融資

枠設定金額500,000千円）については、

以下の財務制限条項が付されておりま

す。なお、財務制限条項に抵触した場

合は、本契約にかかる一切の債務につ

いて期限の利益を喪失し、直ちにそれ

らの債務を弁済しなければならないこ

とが定められております。 

①当社グループの連結貸借対照表の純

資産の部の金額を平成17年６月期末

日における連結貸借対照表の資本の

部の金額の80％及び直前の決算期末

日における連結貸借対照表の純資産

の部の金額の80％のいずれか高い方

の金額以上に維持すること。 

②当社の貸借対照表の純資産の部の金

額を平成17年６月期末日における貸

借対照表の資本の部の金額の80％及

び直前の決算期末日における貸借対

照表の純資産の部の金額の80％のい

ずれか高い方の金額以上に維持する

こと。 

③当社グループの連結損益計算書の当

期純利益につき、２期連続して損失

を計上しないこと。 

④当社の損益計算書の当期純利益につ

き、２期連続して損失を計上しない

こと。 

※３．    ───── 

 



前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

 （2）当社が平成18年９月20日に締結した株

式会社三井住友銀行を主幹事とするコ

ミットメントライン契約（シンジケー

ト方式・融資枠設定金額900,000千

円）については、以下の財務制限条項

が付されております。なお、財務制限

条項に抵触した場合は、本契約にかか

る一切の債務について期限の利益を喪

失し、直ちにそれらの債務を弁済しな

ければならないことが定められており

ます。 

①各事業年度の決算期の末日における

連結貸借対照表の純資産の部の合計

金額を、直近の事業年度の決算期の

末日における連結貸借対照表の純資

産の部の合計金額の80％に相当する

金額以上に維持すること。 

②各事業年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表の純資産の部の合

計金額を、直近の事業年度の決算期

の末日における単体の貸借対照表の

純資産の部の合計金額の80％に相当

する金額以上に維持すること。 

③各事業年度の決算期の末日における

連結損益計算書の経常損益を損失と

しないこと。 

④各事業年度の決算期の末日における

単体の損益計算書の経常損益を損失

としないこと。 

⑤各事業年度の決算期の末日における

連結損益計算書の当期損益を２期連

続で損失としないこと。 

⑥各事業年度の決算期の末日における

単体の損益計算書の当期損益を２期

連続で損失としないこと。 

⑦各事業年度の決算期の末日における

単体の貸借対照表の有利子負債（短

期借入金、一年以内返済予定長期借

入金、一年以内償還予定社債、長期

借入金及び社債）の合計金額を、単

体の損益計算書の営業損益、受取利

息、受取配当金及び減価償却費の合

計金額の10倍以内に維持すること。 

 

※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い ※４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は、相殺

の上、流動負債の「その他」に含めて

表示しております。 

同左 同左 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年12月31日） 

前事業年度末 
（平成18年６月30日） 

 ５．債務保証  ５．債務保証  ５．債務保証 

 (1)    ───── (1)次の関係会社の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

 なお、上記のうち、平成18年６月２日に

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行と締結した金

銭消費貸借契約（借入総額340,000千円）

については、以下の財務制限条項が付され

ております。なお、これに抵触した場合

は、本契約にかかる一切の債務について期

限の利益を喪失し、直ちにそれらの債務を

弁済しなければならないことが定められて

おります。 

①保証人である当社の損益計算書（監査済

みのもの）において、営業損益、経常損

益及び当期損益のいずれも損失としない

こと。 

②保証人である当社の貸借対照表（監査済

みのもの）において、純資産の部の金額

を976,000千円以下としないこと。 

会社名 金額（千円） 

株式会社セルサスコー
ポレーション 

2,056,000

(1)次の関係会社の金融機関からの借入に

対し、債務保証を行っております。 

 なお、上記のうち、平成18年６月２日に

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行と締結した金

銭消費貸借契約（借入額210,000千円）に

ついては、以下の財務制限条項が付されて

おります。なお、これに抵触した場合は、

本契約にかかる一切の債務について期限の

利益を喪失し、直ちにそれらの債務を弁済

しなければならないことが定められており

ます。 

①保証人である当社の損益計算書（監査済

みのもの）において、営業損益、経常損

益及び当期損益のいずれも損失としない

こと。 

②保証人である当社の貸借対照表（監査済

みのもの）において、純資産の部の金額

を976,000千円以下としないこと。 

会社名 金額（千円） 

株式会社セルサスコー
ポレーション 

1,872,000

(2)次の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

会社名 金額（千円） 

有限会社ノースウエス
トアパートメント 

1,445,000 

 (2)次の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っております。 

会社名 金額（千円） 

有限会社パークサイド
アパートメント 

1,201,000

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．営業外収益のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

※１．営業外収益のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

※１．営業外収益のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

受取利息 6,401千円

有価証券売却益 3,670千円

受取事務手数料収入 3,591千円

受取利息 5,416千円

受取事務手数料収入 3,527千円

   

受取利息 10,683千円

受取事務手数料収入 7,583千円

有価証券売却益 4,798千円

※２．営業外費用のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

※２．営業外費用のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

※２．営業外費用のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

支払利息 5,453千円

社債発行費 7,150千円

支払利息 5,203千円

融資関連手数料 29,000千円

株式上場関連費用 8,136千円

株式交付費 5,467千円

支払利息 11,138千円

株式上場関連費用 24,999千円

社債発行費 8,409千円

 ３．減価償却の実施額は、次のとおりであ

ります。 

 ３．減価償却の実施額は、次のとおりであ

ります。 

 ３．減価償却の実施額は、次のとおりであ

ります。 

有形固定資産 1,096千円

無形固定資産 172千円

有形固定資産 2,444千円

無形固定資産 133千円

有形固定資産 2,567千円

無形固定資産 345千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、市場からの買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

普通株式 － 200 － 200 

合計 － 200 － 200 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）、当中間会計期間（自 平成18年７月１日

至 平成18年12月31日）及び前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）において、子会社株

式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

中間期末 

残高 

相当額 

（千円） 

有形 
固定資産 

14,012 12,517 1,494 

無形 
固定資産 

11,105 5,552 5,553 

合計 25,118 18,070 7,047 

 
取得価額 

相当額 

（千円）

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円）

中間期末 

残高 

相当額 

（千円）

有形 
固定資産 

3,142 2,967 174

無形 
固定資産 

11,105 7,773 3,331

合計 14,247 10,741 3,506

 
取得価額 

相当額 

（千円） 

減価償却 

累計額 

相当額 

（千円） 

期末残高 

相当額 

（千円）

有形 
固定資産 

9,292 8,752 539

無形 
固定資産 

11,105 6,663 4,442

合計 20,397 15,416 4,981

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 3,661千円

１年超 3,662千円

合計 7,323千円

１年内 2,495千円

１年超 1,166千円

合計 3,662千円

１年内 2,863千円

１年超 2,324千円

合計 5,187千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 2,655千円

減価償却費相当額 2,459千円

支払利息相当額 115千円

支払リース料 1,580千円

減価償却費相当額 1,474千円

支払利息相当額 55千円

支払リース料 4,871千円

減価償却費相当額 4,525千円

支払利息相当額 195千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額の差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失（△）金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年７月１日 

  至 平成18年12月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年７月１日 

  至 平成18年６月30日） 

 当社は、新株引受権付社債及び新株予約権

を発行しておりますが、非上場であるため、

潜在株式調整後１株当たり中間純損失は記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 269,664.57円

１株当たり中間純損失金額

（△） 
△4,965.14円

１株当たり純資産額 104,199.06円

１株当たり中間純利益金額 5,975.13円

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
5,655.75円

 当社は、新株引受権付社債及び新株予約権

を発行しておりますが、非上場であるため、

潜在株式調整後１株当たり当期純利益は記載

しておりません。 

１株当たり純資産額 82,361.05円

１株当たり当期純利益金額 14,856.97円

  当社は、平成18年２月10日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前中間会計期間における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。 

１株当たり純資産額 89,888.19円

１株当たり中間純損失金額

（△） 
△1,655.04円

 当社は、平成18年２月10日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前連結会計年度における１株

当たり情報については、以下のとおりとなり

ます。 

１株当たり純資産額 83,276.18円

１株当たり当期純利益金額 15,802.87円

 

前中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 

 至 平成17年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 

 至 平成18年12月31日) 

前事業年度 

(自 平成17年７月１日 

 至 平成18年６月30日) 

中間(当期)純利益又は中間純損失（△）（千

円） 
△19,403 108,726 187,314 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益又は中間純損

失（△）（千円） 
△19,403 108,726 187,314 

期中平均株式数（千株） 3,908 18,197 12,608 

     

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額    

普通株式増加数 － 1,028 － 

 （うち新株予約権） (－) (1,028) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失

（△）の算定に含めなかった潜在株式の概要 

 新株引受権１種類（新株

引受権の目的となる株式の

数1,042株）及び新株予約

権２種類（新株予約権の数

445個）。 

 新株予約権２種類（新株

予約権の数380個）。 

 新株予約権３種類（新株

予約権の数1,335個）。 

  なお、これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

 なお、これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 

 なお、これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 (2）新

株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― （株式会社エルエス・サービスとの合併） 

 当社は、平成18年10月16日開催の取締役会

において、連結子会社である株式会社エルエ

ス・サービスを吸収合併することを決議し、

平成19年１月１日を期日として合併いたしま

した。 

１．合併の目的 

 経営資源の集中と経営の効率化を図るこ

とを目的としております。 

２．合併の要旨 

(1)合併の日程 

合併契約承認株主総会 

 当社は、会社法第796条第３項に定め

る簡易合併により開催いたしません。 

 株式会社エルエス・サービスについて

も、同法第784条第１項に定める略式合

併により開催いたしません。 

(2)企業結合の法的形式 

 当社を存続会社とする吸収合併方式

で、株式会社エルエス・サービスは解散

いたしました。 

(3)合併比率 

 当社は、株式会社エルエス・サービス

の全株式を所有しているため、合併によ

る新株の発行及び資本金の増加はありま

せん。 

(4)会計処理の概要 

 企業結合会計上の共通支配下における

取引に該当します。 

(5)合併後の状況 

 合併期日前日における株式会社エルエ

ス・サービスの資産及び負債を合併期日

において引き継ぎます。 

３．被合併会社の概要（平成18年12月31日

現在） 

合併契約承認取締

役会 

平成18年10月16日 

合併契約締結 平成18年10月16日 

①商号 株式会社エルエス・

サービス 

②事業内容 新築分譲マンション

の引渡関連事業 

③資本金 10,000千円

④純資産 18,082千円

⑤総資産 25,412千円

⑥主要取引先 当社 

――――― 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― （株式会社コオエーインターナショナル及び

有限会社ドリームプランの株式取得） 

 当社は、平成19年２月28日開催の取締役会

において、株式会社コオエーインターナショ

ナル及び有限会社ドリームプランの全株式を

取得し、完全子会社とすることを決議し、同

日付で株式取得を完了いたしました。 

 また、株式会社コオエーインターナショナ

ルが全額出資する有限会社スーパードームも

同様に完全子会社となりました。 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業

結合を行った主な理由、企業結合日、企

業結合の法的形式、結合後企業の名称及

び取得した議決権比率 

(1)被取得企業の名称及び事業内容 

①株式会社コオエーインターナショナル 

②有限会社ドリームプラン 

③有限会社スーパードーム 

(2)企業結合を行った主な理由 

 品質及びコスト面において優位性を持

つ独自開発の鉄骨造アパート「スーパー

ドーム」を展開する株式会社コオエーイ

ンターナショナル及び有限会社ドリーム

プランを完全子会社とすることで、地方

都市及びその周辺地域における賃貸住宅

事業へ新規参入を図るためであります。 

(3)企業結合日 

平成19年２月28日 

(4)企業結合の法的形式 

相対取引による株式取得 

主な事業内容 建設の請負、不

動産賃貸 

資本金 

（平成18年５月末） 

40,300千円

総資産 

（平成18年５月末） 

1,308,629千円

売上高 

（平成18年５月期） 

389,367千円

発行済株式総数 806株

主な事業内容 不動産管理、運

営、修繕、賃貸

仲介 

資本金 

（平成18年５月末） 

3,000千円

総資産 

（平成18年５月末） 

28,120千円

売上高 

（平成18年５月期） 

48,381千円

発行済株式総数 60株

主な事業内容 不動産購入、賃

貸、管理、所

有、売却 

資本金 

（平成18年12月末） 

3,000千円

総資産 

（平成18年12月末） 

2,649,121千円

売上高 

（平成18年12月期） 

353,688千円

発行済株式総数 60株

――――― 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 (5)結合後企業の名称 

株式会社ライフステージ 

(6)取得した議決権比率 

100.0％ 

２．被取得企業の取得原価及びその内訳 

(1)被取得企業の取得原価 

371,859千円 

(2)取得原価の内訳 

①株式取得費用 

②株式取得に直接要した支出額 

32,469千円 

株式会社コオエーインタ

ーナショナル 

334,390千円

有限会社ドリームプラン 4,999千円

 

――――― （多額な資金の借入） 

 当社は、中間決算日後平成19年３月12日ま

でに、総額1,930,000千円の資金の借入を実行

しております。 

 その概要は、次のとおりであります。 

――――― 

 (1）使途 マンション開発事業用地の取

得、運転資金 

(2）借入先 株式会社みずほ銀行 

株式会社りそな銀行 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

株式会社山陰合同銀行 

株式会社京都銀行 

中央三井信託銀行株式会社 

(3）利率 年 1.1％ ～ 2.5％ 

(4）返済方法 期限一括、分割 

(5）返済期限 平成19年３月22日～ 

平成22年２月28日

(6）担保 一部の借入に際して、新規購

入のマンション開発事業用地

を担保として提供しておりま

す。 

 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（株式分割による新株式の発行） 

 当社は、平成18年１月10日開催の取締役会

において、株式分割による新株式の発行を行

う旨の決議をしております。 

 当該株式分割の内容は、以下のとおりであ

ります。 

――――― ――――― 

(1）平成18年２月10日付で平成18年１月26

日最終の株主名簿に記載された株主の

所有株式数を１株につき３株の割合を

もって分割する。 

  

(2）分割により増加する株式数 

普通株式 7,816株 

  

(3）配当起算日 

平成18年１月１日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度における（１株当たり情

報）及び当期首に行われたと仮定した場合の

当中間会計期間における（１株当たり情報）

は、それぞれ以下のとおりであります。 

  

当中間会計期間 

（自 平成17年７月１日 

至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額  89,888.19円 

１株当たり中間純損失金額（△） △1,655.04円 

 当社は、新株引受権付社債及び新株予約権を発行

しておりますが、非上場であるため、潜在株式調整

後１株当たり中間純利益は記載しておりません。 

  

（新株引受権行使による新株式の発行） 

 平成18年３月20日付で、第１回無担保新株

引受権付社債の新株引受権が全額行使されま

した。 

 その概要は、次のとおりであります。 

――――― ――――― 

(1）増加した株式の種

類及び数 
普通株式 3,132株

(2）行使額 54,922千円

(3）増加した資本金 27,461千円

(4）増加した資本準備

金 
27,460千円

  

 これにより、発行済株式総数は14,856株、

資本金は209,561千円、資本準備金は180,660

千円となりました。 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

（債務保証①） 

 平成18年４月21日付で、次の関係会社の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行って

おります。その概要は、次のとおりでありま

す。 

――――― ――――― 

(1）会社名 株式会社セルサスコーポ

レーション 

(2）借入の目的 マンション開発事業用地

の取得 

(3）債務保証の

対象となる

金額 

700,000千円

  

（債務保証②） 

 平成18年４月21日付で、次の会社の金融機

関からの借入に対し、債務保証を行っており

ます。その概要は、次のとおりであります。 

――――― ――――― 

(1）会社名 有限会社パークサイドア

パートメント 

(2）借入の目的 マンション開発事業用地

の取得 

(3）債務保証の

対象となる

金額 

1,201,000千円

  

（債務保証③） 

 平成18年５月９日付で、次の関係会社の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行って

おります。その概要は、次のとおりでありま

す。 

――――― ――――― 

(1）会社名 株式会社セルサスコーポ

レーション 

(2）借入の目的 マンション開発事業用地

の取得 

(3）債務保証の

対象となる

金額 

710,000千円

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （新株式の発行①） 

 平成18年６月２日及び平成18年６月15日開

催の取締役会において、下記のとおり新株式

の発行を決議し、平成18年７月４日に払込が

完了いたしました。この結果、平成18年７月

４日付で資本金は471,761千円、発行済株式

の総数は17,856株となっております。 

①募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング

方式による募集) 

②発行する株式の種

類及び数 

：普通株式 3,000株 

③発行価格 ：１株につき190,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④引受価額 ：１株につき174,800円 

この価額は、当社が引受人より１株当たり

の新株式払込金として受け取った金額であ

ります。なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金となります。

⑤発行価額 ：１株につき190,000円 

(資本組入額87,400

円) 

⑥発行価額の総額 ：570,000千円 

⑦払込金額の総額 ：524,400千円 

⑧資本組入額の総額 ：262,200千円 

⑨払込期日 ：平成18年７月４日 

⑩資金の使途 ：運転資金（事業用地

仕入資金等） 

――――― ――――― （新株式の発行②） 

 平成18年６月２日及び平成18年６月15日開

催の取締役会において、下記のとおり第三者

割当増資による株式発行を決議し、平成18年

８月４日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成18年８月４日付で資本金は

515,461千円、発行済株式の総数は18,356株と

なっております。 

①割当先 ：大和証券エスエムビ

ーシー株式会社 

②発行する株式の種

類及び数 

：普通株式500株 

③発行価額 ：１株につき174,800円 

(資本組入額87,400

円) 

④払込期日 ：平成18年８月４日 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （コミットメントライン契約の締結①） 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うた

め、平成18年８月22日に株式会社みずほ銀行

をエージェントとするリボルビング・クレジ

ット・ファシリティ契約（シンジケート方

式）を締結いたしました。その内容は、次の

とおりであります。なお、財務制限条項に抵

触した場合は、本契約にかかる一切の債務に

ついて期限の利益を喪失し、直ちにそれらの

債務を弁済しなければならないことが定めら

れております。 

 平成18年６月の決算以降の決算及び中間決

算につき、決算期の末日及び中間決算の日に

おいて、以下の各号の条件を充足することを

確約する。 

①当社グループの連結貸借対照表の純資産の

部の金額を平成17年６月期末日における連

結貸借対照表の資本の部の金額の80％及び

直前の決算期末日における連結貸借対照表

の純資産の部の金額の80％のいずれか高い

方の金額以上に維持すること。 

②当社の貸借対照表の純資産の部の金額を平

成17年６月期末日における貸借対照表の資

本の部の金額の80％及び直前の決算期末日

における貸借対照表の純資産の部の金額の

80％のいずれか高い方の金額以上に維持す

ること。 

③当社グループの連結損益計算書の当期純利

益につき、２期連続して損失を計上しない

こと。 

④当社の損益計算書の当期純利益につき、２

期連続して損失を計上しないこと。 

融資枠設定金額 500,000千円

契約期間 平成18年８月22日

～平成19年８月21日

財務制限条項  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

――――― ――――― （コミットメントライン契約の締結②） 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うた

め、平成18年９月20日に株式会社三井住友銀

行を主幹事とするコミットメントライン契約

（シンジケート方式）を締結いたしました。

その内容は、次のとおりであります。なお、

財務制限条項に抵触した場合は、本契約にか

かる一切の債務について期限の利益を喪失

し、直ちにそれらの債務を弁済しなければな

らないことが定められております。 

 本契約締結日以降、本契約が終了し、かつ

借入人及びエージェントに対する本契約上の

全ての債務の履行を完了するまでの間、次の

各号を遵守することを確約する。 

①各事業年度の決算期の末日における連結貸

借対照表の純資産の部の合計金額を、直近

の事業年度の決算期の末日における連結貸

借対照表の純資産の部の合計金額の80％に

相当する金額以上に維持すること。 

②各事業年度の決算期の末日における単体の

貸借対照表の純資産の部の合計金額を、直

近の事業年度の決算期の末日における単体

の貸借対照表の純資産の部の合計金額の

80％に相当する金額以上に維持すること。 

③各事業年度の決算期の末日における連結損

益計算書の経常損益を損失としないこと。 

④各事業年度の決算期の末日における単体の

損益計算書の経常損益を損失としないこ

と。 

⑤各事業年度の決算期の末日における連結損

益計算書の当期損益を２期連続で損失とし

ないこと。 

⑥各事業年度の決算期の末日における単体の

損益計算書の当期損益を２期連続で損失と

しないこと。 

⑦各事業年度の決算期の末日における単体の

貸借対照表の有利子負債（短期借入金、一

年以内返済予定長期借入金、一年以内償還

予定社債、長期借入金及び社債）の合計金

額を、単体の損益計算書の営業損益、受取

利息、受取配当金及び減価償却費の合計金

額の10倍以内に維持すること。 

融資枠設定金額  900,000千円 

契約期間 平成18年９月20日

～平成19年９月19日

財務制限条項  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第16期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月27日近畿財務局長に提出。

(2）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成18年11月28日 至 平成18年11月30日）平成18年12月５日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年12月１日 至 平成18年12月31日）平成19年１月５日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年５月26日 

株式会社ライフステージ  

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 美馬 和実  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ライフステージの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年７月１日

から平成17年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ライフステージ及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社㈱セルサスコーポレーションは平成18年４月21日及び平成18年５

月９日付で資金の借入を実行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年３月12日 

株式会社ライフステージ  

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 美馬 和実  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ライフステージの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年７月１日

から平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ライフステージ及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年２月28日に株式会社コオエーインターナショナル及び有限会

社ドリームプランの全株式を取得した。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び連結子会社は中間連結決算日後に重要な資金の借入を実行し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年５月26日 

株式会社ライフステージ  

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 美馬 和実  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ライフステージの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日か

ら平成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ライフステージの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月

１日から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成19年３月12日 

株式会社ライフステージ  

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 丹治 茂雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 美馬 和実  印 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ライフステージの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第17期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日か

ら平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ライフステージの平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月

１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年２月28日に株式会社コオエーインターナショナル及び有限会

社ドリームプランの全株式を取得した。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は中間決算日後に重要な資金の借入を実行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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